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クリーンコールテクノロジーにおける
高温型燃料電池の動向と展望
　石炭は世界各地に広く豊富に賦存し、エネルギーセキュリティーの点で非常に重要な
資源である。一方、石炭は CO2 排出原単位が大きく、地球温暖化防止の観点から、環
境調和型石炭利用技術（クリーンコールテクノロジー）の実現による CO2 発生量低減
が求められている。中でも石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）の発電効率は 50 ～
55％と見込まれ、究極の石炭利用発電方式として期待され、研究が進展している。
　IGFC には、石炭ガス主成分である高温の水素と一酸化炭素を直接燃料に利用できる
高温型燃料電池（MCFCと SOFC）が適している。本レポートでは、IGFCの技術概要と、
キーテクノロジーである高温型燃料電池の研究開発動向をまとめ、我が国における研究
開発推進課題を指摘し、今後望まれる政策対応について提言する。
盧 CO2 削減手段としての位置付け明確化
　米国では CO2 削減手段として IGFC を含むクリーンコールテクノロジーの位置付け
が社会的に認知されており、国のトップダウンで FutureGen として全体の計画が推進
されている。この背景として CO2 貯留に関する研究の進展が少なからず寄与している。
今後、日本で IGFC 開発を推進する上では、米国同様 CO2 削減手段としての社会的認
知を確立し、日本が遅れている CO2 貯留に関する学術研究を一層活発化することが不
可欠である。併せてCO2 分離回収・貯留と IGFCの連携を図ることが有効である。
盪 IGFC に向けた高温型燃料電池の課題整理とマイルストーン明確化
　IGFC実現には高温型燃料電池だけでなく、石炭ガス化技術やCO2 分離技術などの他
の技術分野の進展と、関係者間の連携が不可欠である。現状、石炭ガス化技術や CO2
分離技術は実証化段階にあり、高温型燃料電池に先行しており、このような研究開発段
階の不一致により、関係者間の対話と連携が進展しにくい。IGFC 向けの高温型燃料電
池にとって次のステップであるパイロットプラント実現にあたり想定される技術課題を
整理し、課題克服の方策や開発ステップを明確化し、次ステップ移行へのゲート目標設
定を明示したマイルストーンの構築が必要である。
蘯関連する重要技術開発の更なる進展
　石炭ガス化技術は全体の発電効率を左右する重要な技術であり、より一層の効率向上
に向けた研究開発が望まれる。この分野の基礎研究開発を進展するには、機械工学、材
料工学、計算機科学、燃焼工学等、幅広い学術分野の知見を集積した形の研究活動が不
可欠である。
盻国際協力の可能性検討
　これまで進めてきた技術蓄積を元に石炭消費国との連携を深め、IGFC 技術開発の国
際協力を進めていくことが必要である。クリーンコールテクノロジーには既に完成され
た技術や、基礎研究、実証等様々な開発段階の技術が含まれる。円滑な協力関係の確立
には協力先での知的財産権保護制度の確立が不可欠である。我が国として開発段階のど
の時点でどのような協力が可能か整理した上で、将来クリーンコールテクノロジーを必
要とするアジア諸国と、技術面および制度面を含む包括的な対話が望まれる。
科学技術動向
概　要
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人と環境に配慮した生産システムの研究開発
　我が国は、資源・環境・人口などの制約を乗り越えて産業の国際競争力を維持し、経
済を発展させる必要がある。第３期科学技術基本計画では「環境と経済の両立」が政策
目標に挙げられている。「ものづくり技術分野」の推進戦略では「人が主役のものづくり
現場」を基本方針のひとつに挙げ、政策課題としてバリューチェーンとしての付加価値
を最大化することを示した。バリューチェーンは生産システムが要であり、生産システ
ムは人・環境と経済の両立を目指す必要がある。人や環境に配慮した生産システムにお
いて、今後、研究開発として特に注目していくべき課題には以下のようなものがある。
盧人と環境に配慮した生産システム全体の視点から研究を進める必要がある。
　生産システムは製造業の付加価値額増加による他産業への波及効果が大きく、国内産
業全体の底上げが期待できる技術である。人や環境に配慮した生産システムは、社会的
価値と経済的価値を生み出す効果が大きい。生産システムの部分的・サブシステムレベ
ルでの研究では、互いに矛盾を持つ局所的課題解決となる場合があり、国内産業全体の
底上げを目指す、生産システム全体の視点からの研究開発が望まれる。
盪 人に配慮した生産システムでは、セル生産システムの成功要因である人中心の構成を
基本にし、人の機能を拡張する装着可能な装備、あるいは人の意のままにコントロー
ルできる装置の研究が必要である。
　人のやる気を高め、作業方法の創意工夫による生産の効率化・品質向上を可能にした
セル生産システムは人中心の構成がポイントである。この構成に基づき人への装着を含
む装備や装置の研究を中核に、①重量部品をもつ製品など、現在適用が難しい製品へも
セル生産システムの適応範囲を拡大させる研究、②製品利用者の多様なニーズなどから
今後一層ダイナミックに変化する品種数や生産量に迅速に対応する研究が望まれる。
蘯 環境に配慮した生産システムでは、関与企業群全体での最適化技術や保全活動を含む
ライフサイクル全体での最適化技術など、総合的に必要資源総量や活動総量の減少を
目指す研究が必要である。
　部品の再利用による必要資源の低減技術の他、①企業にまたがる組立と分解工程の双
方の最適化技術の研究、②使用可能な状態の部品を定期的に交換する無駄を削減する、
部品の余命の予測に基づく状態基準保全技術の研究等にトータルに取り組み、総合的に
必要資源総量や活動総量の減少を目指す生産システムの研究が望まれる。
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　高度な基礎科学の研究と臨床研究の橋渡しをする研究として、トランスレーショナル・リサーチが日本
や欧米各国で推進され始めている。2006年 10月 3日に米国国立衛生研究所（NIH）のZerhouni 所
長は、臨床研究やトランスレーショナル・リサーチを推進するための新しいナショナル・コンソーシア
ムの発足を発表した。コンソーシアムは、「臨床およびトランスレーショナル科学資金」を獲得した12
の機関から構成され、2012年までには追加の機関を加えて全米の60機関が互いに連携協力して、 治
験の設計、研究人材の育成、トレーニングなどの改善等により、臨床研究やトランスレーショナル・リ
サーチの進展や活性化を図る。米国の臨床研究は日本より既に進んでいるにもかかわらず、今後一層進展
させようとする動きは注目される。
トピックス1　NIH支援による全米規模の臨床研究コンソーシアムの発足
　高度な基礎科学の研究成果が臨床研究にもたら
されて、新しい治療法や医薬品が迅速かつ効果的
に患者へ提供されることは、国民の健康の維持や
向上に対して重要であると考えられる。しかし、
基礎科学の研究成果を直接、臨床研究に適用する
ことは多くの場合は不可能である。両者の間には
大きな隔たりがあるため、基礎と臨床の間の橋渡
し研究が必要であるとされている。これはトラン
スレーショナル・リサーチと呼ばれ、日本や欧米
各国で推進され始めている。
　2006年 10月３日に、米国国立衛生研究所（NIH）
のZerhouni 所長は、臨床研究やトランスレーショ
ナル・リサーチをどのように導くかを検討するた
めの、新しいナショナル・コンソーシアムの発足
を発表した１）。
　コンソーシアムは、まず、「臨床およびトラン
スレーショナル科学資金」（CTSAs, Clinical and 
Translational Science Awards）を獲得した 12機関
で形成され、５年間、実施される。また、別の 52
機関も、コンソーシアムに参加するための準備資
金を獲得している。計画では、2012 年までには、
米国内の約 60機関がコンソーシアムを形成し、共
同で臨床研究やトランスレーショナル・リサーチ
の実施を活性化する予定である。
　CTSAsにおいて対象にしている研究課題と方策
の例は、以下の通りである。
蘆 まれな疾患についても新しい治療法の利益が得
られるような臨床治験の設計開発
蘆 研究上の発見を臨床治験や医療へ適用できるよ
うにトレーニングされた次世代の研究者を教育
および育成できる環境の構築
蘆 臨床研究における新しい情報科学のツールのデ
ザイン
蘆 対象とする研究領域を完全にカバーした学際的
な研究チームの形成　等
　CTSAsの資金提供の対象となるのは、施設（臨
床研究センターなど）の新設および増強や研究費
（個人の研究者に対する研究費、機関で実施する
トレーニングや育成のための研究費など）である。
特定の疾患に対する医療センター、臨床治験ネッ
トワーク、トランスレーショナル・リサーチの研
究者のトレーニングや育成などの支援に対しても
資金を提供する。CTSAsの予算は、新しく立てら
れたものではなく、NIHの既存の臨床研究やトラ
ンスレーショナル・リサーチのプログラム、およ
び生物医学研究推進に向けた戦略である『NIHロ
ードマップ』の臨床研究に関するプログラムの予
算から出ている。１年目（2006 年）の総予算は約
１億US$で、５年間で合計５億US$を 60 機関に
提供する予定である。
　CTSAsは昨年の 10月に新規のNIH支援のプロ
グラムとしてアナウンス２）されたが、その際には
コンソーシアム形成には触れられず、今回、第一
回目の採択機関の発表と同時にコンソーシアムの
発足が発表された。米国の臨床研究は、日本より
既に進んでいるにもかかわらず、今後、一層進展
させようとする動きは注目される。
　なお、採択された 12機関は次の通りである：コロ
ンビア大学健康科学部（ニューヨーク州）、デューク
大学（ノースカロライナ州）、メイヨー・クリニック
医科大学（ミネソタ州）、オレゴン健康科学大学（オ
レゴン州）、ロックフェラー大学（ニューヨーク州）、
カリフォルニア大学デイビス校（カリフォルニア州）、
カリフォルニア大学サンフランシスコ校（カリフォ
ルニア州）、ペンシルベニア大学（ペンシルベニア州）、
ピッツバーグ大学（ペンシルベニア州）、ロチェスタ
ー大学（ニューヨーク州）、テキサス大学健康科学セ
ンタ （ーテキサス州）、イエール大学（コネチカット州）
参考 1） NIH News, October 3, 2006 
 2）  New England Journal of Medicine 353 眸：
1621‐1623, 2005
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 環境分野 TOPICS Environmental Science
　オゾンホールは、大気に放出されたフロンやハロンが紫外線で分解され塩素や臭素を生成し、これが
成層圏に滞留しオゾン層を破壊してできる。独立行政法人 国立環境研究所は、東京大学気候システム研
究センターと共同で開発してきた、成層圏化学気候モデルを用いてオゾンホールの長期変化を予測した。
このモデルは2007年発行予定のWMOの「オゾン層破壊の科学アセスメント」にも取り上げられる
こととなった。今回のモデルでは、過去のオゾンの季節変動や長期変動の再現など、より実際の観測結果
に近いオゾンホールの変動が再現できた。その結果に基づきモデル計算期間を延ばすと、2020年代に
入るとオゾンホールの面積が縮小し、今世紀半ば以降には南極のオゾン層はオゾンホール出現（1980年）
以前のレベルまで回復する事を示唆する結果が得られた。
トピックス2　モデル予測によりオゾンホールは今世紀半ば以降消滅へ
　オゾンホールは、大気に放出されたフロンやハ
ロンが紫外線で分解され塩素や臭素を生成し、こ
れらが南極成層圏の極めて低い気温の下で出来
る雲（極域成層圏雲）と相互作用してオゾン層を
破壊することによってできる。独立行政法人 国
立環境研究所は、東京大学気候システム研究セン
ターと共同で開発してきた、成層圏化学気候モデ
ル（CCSR/NIES CCM）によって、2006 年５月に
新たなオゾンホールの生成の長期予測を数値モデ
ルで示した。このモデルは、オゾン将来予測モデ
ルの中でも国際的な評価を得ており、2007 年に
世界気象機関（WMO）が発行予定の「オゾン層破
壊の科学アセスメント」（WMO/UNEP “Scientific 
Assessment of Ozone Depletion：2006”）注１）にも取
り上げられることとなった。
　今回のモデルは、前回のモデル注２）に、臭素化
合物に関係する光化学反応を追加し、モデルの空
間解像度を上げ、モデルの空間解像度以下の小ス
ケールの大気の運動（積雲対流や重力波など）の効
果をパラメーターとして入れるなどの改良を加え、
計算スキーム全体を見直した。この結果、観測と
同様、1982 年頃からオゾンホールが現れ始め、オ
ゾンの最低値も観測と同様 10月に起こるように改
善されるなど過去のオゾン量の長期変動や季節変
動が再現され、より実際の観測結果に近いオゾン
ホールの変動が得られた。
　具体的には、フロン、ハロン、温室効果ガス（二
酸化炭素、メタン、亜酸化窒素）などの放出量の
推移や海面水温や太陽放射などを外部パラメータ
ーとしてモデルに入力し、化学成分分布や風速・
気温分布を計算して、1975 年からのオゾン量の
変化を調べた。温室効果ガス濃度については、国
際組織 IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が
予測するシナリオ、フロンとハロン濃度について
は、オゾン層を破壊する物質に関するモントリオ
ール議定書 北京会議（1999）のシナリオを用いてい
る注３）。特に今回のモデルでは、フロンなどを起源
とする塩素によるオゾン分解だけでなく、これま
で充分でなかったハロンや臭化メチルなどを起源
とする臭素も考慮されている。
　前回のモデル注２）計算では、1986 年以前の海面
水温データや、オゾンホールが起こる前のオゾン
量（1980年レベル）に関する計算結果がなく、オゾ
ン量に関して定量的に言えない状況であった。
　今回、1980 ～ 90 年代の観測データ等を入力し
たところ、ほぼ当時のオゾンホールの面積の変化
を再現できた。この結果に基づきモデル計算期間
を延ばすと、2010 年代半ばまでは大規模なオゾン
ホールの出現が続くが、2020 年代に入ると面積が
縮小し、オゾンホールの改善傾向が認められた。
さらに期間を延ばして計算を行った結果、今世紀
半ば以降には南極のオゾン層はオゾンホール出現
（1980 年）以前のレベルまで回復に向かう事を示唆
する結果が得られた。なお、米国航空宇宙局（NASA）
は、2006 年 9月に観測したオゾンホールが過去最
大の規模に匹敵すると発表したが、このような結
果も当モデル予測の範囲内にある。
注１：オゾン層破壊物質に関するモントリオール議定書
ならびに議定書締約国のオゾン層保護に係わる国際的な政
策決定への科学的知見の提供を行うために、世界気象機関
（WMO）が中心となって刊行している報告書で、これまで、
ほぼ４年ごとに作成されている。
注２：Scientific Assessment of Ozone Depletion：2002（WMO, 
2003）
注３：世界気候研究計画（WCRP）のプロジェクト
Stratospheric Processes and their Role in Climate（SPARC）
の下にChemical Climate Model Validation（CCMVal）とい
う国際プロジェクトがあり、世界のオゾン将来予測モデル
では、共通の温室効果ガスとフロン・ハロンシナリオを使
って計算し、オゾンの長期変動のプロセスを解明する活動
を行っており、今回もそれに則って行われた。
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 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & Materials
　貝殻、生物の骨などの自然界に存在する材料は、有機物と無機物が互いにナノスケールからマクロスケ
ールで融合または複合された構造体になっている。自然界では膨大な量のシリカが生物によって産出・利
用されているが、 室温における水性プロセスで作製することは不可能である。米国タフツ大学の研究者
らは、クモの糸とプランクトンの一種である珪藻由来のシリカを融合させてナノ材料を合成した。同研究
者らは、プランクトンの一種である珪藻から抽出した、シリカのミクロ組織を析出できるR5ペプチド
とクモの糸を継ぎ合わせて、これをメタノールで溶融させた蛋白質結合体を合成し、この溶融体をフィル
ムやファイバーに加工した。その後、それらのフィルムとファイバーは緻密なシリカコーティングを自己
形成することが見出され、クモの糸の強さとシリカの剛性を併せ持つナノ融合材料が室温で得られた。開
発された材料は人工骨への適用が検討されており、人工股関節などが生体材料に置換していく際、これを
誘導する材料としての応用が期待されている。
トピックス3　クモの糸と生物由来シリカを融合させたナノ材料
　貝殻、生物の骨などの自然界に存在する材料は、
有機物と無機物が互いにナノスケールからマクロ
スケールで融合または複合された構造体になって
いる。このような材料を人工的に造るのは、現在
においても、困難な場合がほとんどである。自然
界では、膨大な量のシリカ（二酸化ケイ素）が生
物によって産出・利用されている。その生物の代
表例が単細胞の珪藻注１）であり、シリカでできたナ
ノスケールの美しい模様をした細胞壁のバイオシ
リカが作られている。現在の工業的なシリカの製
造方法では、高温において化学合成する方法が採
用されており、室温における水性プロセスでシリ
カを作製することは不可能である。
　米国タフツ大学のC. W. Po Foo らは、金色の絹
球機織りクモの糸とプランクトンの一種である珪
藻由来のシリカを融合させてナノ材料を合成した。
同チームは、プランクトンの一種である珪藻から
抽出した、シリカのミクロ組織を析出できるR5ペ
プチド注２）とクモの糸を継ぎ合わせて、これをメ
タノールで溶融させた蛋白質結合体を合成し、こ
の溶融体をフィルムやファイバーに加工した。そ
の後、それらのフィルムとファイバーは緻密なシ
リカコーティングを自己形成することが見出され、
クモの糸の強さとシリカの剛性を併せ持つナノ材
料が得られた。この融合体の形態および構造、材
料特性は合成条件を制御することにより調整でき
る。現在のところ、材料の大きさと形状を制御す
ることが可能であり、2μmの幅までの材料が合成
されている。
　本研究は、有機物であるクモの糸の主成分であ
る蛋白質と無機物である生物由来シリカより成る、
有機材料と無機材料を融合したナノ材料の合成に
成功したものであり、この融合体は室温で水以外
の化学物質なしで形成される。開発された材料は
生体への応用が考えられ、人工骨への適用の道を
開く可能性を有する。例えば、骨の再生には安全
で硬くて耐久性のある骨格を必要とされるが、人
工股関節などが生体材料に置換していく際、これ
を誘導する材料としての応用が期待されている。
今後、珪藻のバイオシリカ形成機構が詳細に解明
されることにより、生物の持つ機能を模倣した全
く新しい手法による材料の創成ができる。現在、
この材料の医療的潜在能力を確認するため、初期
テストが生体外で行われているが、近い将来、動
物でそれを試す予定になっている。
参考 1)  C. W. Po Foo, et al., Proc. of the Natural 
Academic Science of USA, Vol.103, No.25, 
9428～ 9433 (2006)
 2)  H. Dell, Nature, Vol.441, 15 June, 821 
(2006)
注 1　珪藻：単細胞の藻類であり、ナノスケールのシリカ
を主成分とする細胞壁を有する。
注 2　R5ペプチド：珪藻の細胞壁から得られる、シリカ沈
着活性を有する蛋白質の一種。
クモの糸と生物由来シリカを融合させたナ
ノ材料の合成プロセス
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 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　近年、海上輸送の増大にともない、バラスト水（空荷の船を安定させるため、船に積む海水）とともに
沿岸の生物が遠く離れた所に運ばれ、その海域の生態系に有害な影響を与える水生生物の「越境」 が問
題になっている。三井造船㈱をはじめとする国内企業5社が 「バラスト水内水生生物管理システム」
の開発に成功したと発表した。1時間当たり300トンを処理できる試作機により陸上試験を行い、 動
植物プランクトン及びバクテリア類を国際基準未満にできることを実証したものである。国際海事機関
（IMO）はこの越境対策として、2004年 2月に、国際条約いわゆる 「バラスト管理条約」を採択し、
2009年の発効を目指している。しかし、現段階でこの厳しい国際基準を満足する装置は各国とも開発
できておらず、新技術の開発が待たれていた。オゾンは10月に開催された IMO海洋環境保護委員会に
おいて活性物質として承認され、今後は実船に装備して本システムの機能及び処理性能を実証する運び
となった。
トピックス4　バラスト水による水生生物越境移動を防止する技術
　バラスト水とは、荷物を積んでいない船を安定
させるため、専用タンクに入れて重心を下げる海
水のことである。荷物を降ろして出港するとき港
湾で海水を積みこみ、到着した港で捨てられる。
近年は海上輸送の増大にともない、バラスト水と
ともに沿岸の生物が遠く離れた所に運ばれ、その
海域の生態系に有害な影響を与える水生生物の「越
境」が問題となっている。代表的なものとして、
赤潮プランクトンやコレラ菌、淡水産の貝、ヒト
デやクシクラゲ、さらにはカニやワカメなども挙
げられている。本来そこにはいなかった生物が「有
害」とみなされているのである。
　譖日本海難防止協会は日本財団の助成を受けて
「船舶バラスト水等処理技術実用化のための調査研
究」を実施してきた。この事業に協力してきた三
井造船㈱をはじめとする国内企業５社は「バラス
ト水内水生生物管理システム」の開発に成功した
と発表した（2006年７月 31日）。このシステムは、
バラスト水がパイプの細いスリットを通過すると
き、水流の急激な圧力変化によって大型プランク
トンの細胞を破壊し、さらにオゾンガスを溶解さ
せて小型のプランクトンやバクテリアを不活性に
する。１時間当たり 300 トンを処理できるシステ
ムの試作機により陸上試験を行い、動植物プラン
クトン及びバクテリア類を国際基準未満にできる
ことが実証された。
　国際海事機関（IMO）は船舶バラスト水による
有害水生生物の拡散を防止するため、2004 年２月
に、「船舶のバラスト水及び沈殿物の規制及び管理
のための国際条約」いわゆる「バラスト管理条約」
を採択し、2009 年の発効を目指している。この基
準では 10～ 50μmの大きさの生きている生物は 10
個体 /ml 以下、50μm以上の生きている生物は 10
個体 /m3 以下とされた。この基準値は、プランク
トン数では外洋水の 1/100 程度、バクテリアは海
水浴場並という、厳しいものである。この基準を
満たす処理技術の開発はもとより、生物の個体数
の計量、生死の判定や増殖能力の有無の判定など、
極めて困難な技術課題が多いとされていた。
　現段階ではこの国際基準を満足する装置は各国
とも開発できていない。このため外洋水に交換す
ることを義務づけている国もある。しかし外洋水
の生物量は国際基準より多いため、基準を満たす
処理装置が開発されるまでの暫定的なものにすぎ
ないとされている。また外洋におけるバラスト水
交換は操作を誤れば船が転覆する危険性も指摘さ
れている。
　条約が発効すれば、それ以降建造される大型の
船舶は排出基準を満たすことが義務化されること
になる。基準を満たす処理装置が開発されなけれ
ば、条約の発効を遅らせる必要が生じるため、新
技術の開発が待たれている。
　各国において開発が進められている処理システ
ムは、基本的に、大型生物のろ過とバクテリアの
殺菌処理を組み合わせたものであり、様々な殺菌
剤が試みられている。ドイツからは過酸化水素の
使用が提案されており、急性毒性の問題はあるが、
有望とされている。アメリカでは二酸化塩素を使
用する処理装置が検討されているようであるが、
二酸化塩素の発生に硫酸が必要とされ、船舶での
使用という意味で安全性が疑問視されている。
　このたび日本で開発されたシステムはオゾンの
酸化力により、水生生物を殺滅するものである。
オゾンについては、2006年 10月にロンドンで開催
されたIMO海洋環境保護委員会において審議され、
活性物質として承認された。今後は実船に装備し
て本システムの機能及び処理性能を実証する段階
に移行することになった。
科 学 技 術 動 向　2006年 11月号
6 7Science & Technology Trends   November  2006
 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　欧州委員会（EC）と欧州宇宙機関（ESA）は、地球観測分野における最重要課題の1つとして、地球
観測衛星や気象衛星から得られる観測データを利用した全地球的環境・安全保障監視（GMES）を行っ
ており、森林監視など10種類のサービス・エレメントがある。「Terrafirma （テラファーマ）」プロ
ジェクトは、そのうちの「地盤工学的な危険管理サービス」 として、建造物の安定性、土地の陥没及び
隆起、地すべり、地震探査活動、地下掘削等に起因する地盤変動の検出や監視を行い、欧州全域に亘って
地盤変動被害情報を提供するものである。このような情報は、宅地開発におけるリスクや既存住宅地の危
険性の検討などに利用されている。
トピックス5　地盤変動を監視する欧州の「テラファーマ」プロジェクト
　欧州委員会（EC）と欧州宇宙機関（ESA）は、
2006 年９月に「Terrafirma（テラファーマ）」プロジ
ェクトの概要を発表した。テラファーマとは、EC
と ESAが実施している全地球的環境・安全保障
監視（GMES①）のうち、「地盤工学的な危険管理
サービス」の中で実施されるプロジェクトである。
テラファーマは、建造物の安定性、土地の陥没及
び隆起、地すべり、地震探査活動、地下掘削など
に起因する地盤変動の検出や監視を行うために、
欧州全域に亘って地盤変動被害情報の提供を行う。
このサービスは ESAの監督の下、英国のNigel 
Press Associates（NPA）社が実施する。地盤変動
に関する情報は、過去15年間は干渉SAR（InSAR②）
技術により地面の歪みをセンチメートル単位で検
出してきたが、最近5年間は、PS‐InSAR（PSI③）
技術を用いてミリメートル単位の歪みの情報が提
供されている。PSIは、衛星と地上の特定地点の間
の距離を時間的変化まで含めて精度よく推定する
ことが可能である。欧州各国には、少なくとも各
国１都市のレーダ画像と土地の動きに関する情報
が提供されている。
　テラファーマ・プロジェクトでは、トルコのイ
スタンブールのように長年に亘って地震活動が頻
発している地域や、地すべり被害が頻繁に起きて
いるイタリアのクチグリアノ村等を対象にモニタ
リング及び研究を実施する。例えば、図に示すよ
うなイスタンブールの地盤陥没の分布状況は、宅
地開発におけるリスク検討に利用されている。
　このような研究が行われる背景には、欧州にお
ける都市化の進行がある。都市に人口が集中すれ
ば、新しい住民のために住宅開発が必要になる。
これまで人が住んでいない地域では、地盤沈下や
洪水などの潜在的な危険性があり、衛星画像を用
いて危険度が低い場所に新たな住宅用地を選定す
ることで、経済的な負担減も期待できる。既に都
市化が進行している地域でも、地盤工学的な情報
サービスにより地盤改善費を低減できる可能性が
ある。
　テラファーマのようなプロジェクトを実施する
ため、ECは第６次フレームワーク・プログラム
（FP6）から、ESAはアースウォッチ・プログラム
から資金を拠出している。
　なお、GMESは、欧州の宇宙開発戦略の中で、
測位分野におけるガリレオ計画と並び、地球観測
分野における最重要課題であり、GEOSS④10 年実
施計画に対する欧州の貢献でもある。GMESには
「地盤工学的な危険管理」の他、北極圏環境・森林
監視・大気汚染・土地被覆・沿岸環境など 10種類
のサービス・エレメントがあり、地球観測衛星や
気象衛星から得られる観測データを利用して情報
提供を行っている。
①GMES：Global Monitoring for Environment and Security
② InSAR：SAR Interferometry
③  PSI：Persistent（またはPermanent） Scatter InSAR（恒
久的な散乱点を用いた干渉SAR）
④GEOSS：複数システムからなる全球地球観測システム
　（科学技術動向2005年９月号参照）
イスタンブールの陥没分布地図
表紙カラー写真参照 Image by NPA
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 その他の分野 TOPICS Others
　全米アカデミーは、2006年 6月及び9月に、科学・工学分野での女性の能力発揮に関する報告書
を公表した。6月の報告書では、大学での成功事例をもとに、科学・工学を専攻する女子学生を増加さ
せ定着させる方策、女性教員を登用・増加させる方策、 女性管理職を増加させる方策を提示した。一
方、 9月の報告書では、定量的・定性的分析により意識的・無意識的な偏見が依然存在すること等を
明らかにし、組織ごとに取り組むべき課題を挙げた。米国では、この30年間に科学・工学のPhDを
取得する女性数は大きく増加したが、大学で科学・工学を専攻する段階から教員・管理職までのアカ
デミックキャリアの各段階において、女性の割合が減少していく状況が見られることから、 キャリアパ
スの隘路の検討と実態調査の重要性が強調された。アカデミーの報告は、古くて新しいこの問題に対し、
継続的な検討と活動の必要性をあらためて示した。
トピックス6　全米アカデミー が理工系分野への女性の参画に関する報告書を公表
　米国アカデミーは、2006年６月及び９月に、科学・
工学分野での女性の能力発揮に関する報告書を公
表した。
　ひとつは、６月に公表された科学・工学分野に
おける女性の増加、定着、昇進を促進するための
ガイドである１）。ここでは、大学での成功事例を
ひきつつ、トップのリーダーシップにより行われ
るもの、学部レベルで行われるものなど、多様な
促進策を提示している。
蘆女子学生増加の方策
藺 トップ管理層の賛同のもとに組織的な取り組み
藺 科学キャンプ、キャリアデー（職業情報を得
るイベント）等による働きかけ
藺女子学生を除外しない選抜基準の検討
蘆女子学生を定着させる方策
藺宿舎等女子学生のための資源確保
藺 より興味を持たせるカリキュラムや指導
藺女子学生のためのメンタープログラム
蘆女性教員登用の方策
藺トップ管理層の賛同のもとに組織的な取り組み
藺 雇用過程において女性の存在と重要性を認識
蘆女性教員増加の方策
藺女性教員のためのメンタープログラム
藺 テニュアプロセス、給料、学風等の定期的調
査の実施
蘆女性管理職増加の方策
藺メンタープログラムの作成
藺ネットワーク作り、及び、管理経験の奨励
藺管理職への関心を持つ女性を応援する環境作り
　もうひとつは、９月公表の「偏見と障害を越えて：
大学の科学・工学における女性の潜在能力の実現」
と題する報告書である２）。ここでは、定量的・定
性的分析により意識的・無意識的な偏見が依然と
して存在すること等を明らかにし、組織ごとに取
り組むべき課題を挙げている。
　こうした報告書作成のもとにあるのは、大学で
科学・工学を専攻する段階から大学の教員・管理
職までのアカデミックキャリアの各段階において、
女性割合が減少していく現状に対する問題意識で
ある。女性がその能力の全てを発揮するためには、
キャリアパスの隘路について見る必要があるとし、
システムや環境等の見直しと実態調査の重要性を
挙げている。報告書によれば、科学・工学PhD取
得者の女性割合は、この 30年間でライフサイエ
ンスでは約 18％から 46％へ、工学では約１％から
18％へ増加した。しかし、女性教授の割合はライ
フサイエンス分野でも15％弱に留まる。
　米国では、差別禁止に関する法整備、NSF等に
よる各種プログラム支援、学会やNPOによる取り
組み等により、科学・工学分野への女性参画が進
んだ。全米アカデミーにおいてもワークショップ
開催や報告書作成等の活動を行ってきたが、最近
ではデータ蓄積を生かしたコーホート分析による
キャリア選択の男女差の検討等も行われるように
なった。2005 年１月には、当時のハーバード大学
学長の「科学・工学分野で優れた女性が少ないのは、
生まれつきの男女差があるからだ」という趣旨の
発言に端を発し、多くの議論が起こった。全米ア
カデミーの報告は、古くて新しいこの問題に対し、
継続的な検討と活動の必要性をあらためて示した。
参考： 1)  To Recruit and Advance: Women Students and Faculty in Science and Engineering   http://www.nap.edu/
catalog/11624.html
 2)  Beyond Bias and Barriers: Fulfilling the Potential of Women in Academic Science and Engineering   http://
www.nap.edu/catalog/11741.html
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クリーンコールテクノロジーにおける
高温型燃料電池の動向と展望
 渡辺　隆夫 前田　征児
 客員研究官 環境・エネルギーユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　石炭は我が国の一次エネルギー
供給の約二割を占める重要なエネ
ルギー源である。その反面、地球
温暖化防止と環境負荷低減の観点
からは、石炭は他の化石燃料に比
較してCO2 排出原単位や硫黄な
どの不純物含有量が大きいとい
う点で環境負荷が高いと言われて
おり、その欠点を克服する技術に
ついては、環境調和型石炭利用技
術（クリーンコールテクノロジー）
を科学技術動向誌 2004 年 11月号
にて取り上げられている。
　その後、中国を筆頭とするア
ジア諸国の急速な経済発展に伴う
一次エネルギー需要の急増を受け
て、世界的に見て賦存量が多く、
政情不安定地域に偏在しない石
炭資源は、エネルギーセキュリテ
ィー面でさらに重要度が増してい
る。昨今の原油価格高騰期におい
ても、石炭資源は安定した低価格
で推移しており（図表１）１）、アジ
ア諸国を中心に、今後の経済発展
に伴い急拡大する電力需要を賄う
一次エネルギー源として、石炭資
源の消費量は一層高まると予想さ
れている（図表２）２）。
　その一方で、異常気象など地球
温暖化問題の深刻化から、石炭資
源の活用と環境調和を両立させる
技術として、クリーンコールテク
ノロジーの重要性はますます高ま
っている３）。特に、2005 年９月
に気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）が「発電所のCO2分離回収・
貯留技術が、気候変動対策として
主要な役割を有する」との結論を
発表して以来４）、海外を中心に、
ゼロエミッションに近い究極の発
電技術としてCO2 の分離回収・貯
留まで含めたクリーンコールテク
ノロジーの実現を目指した取り組
みが活発化している。
図表１　我が国の燃料輸入価格の推移
参考文献１）を元に科学技術動向研究センターにて作成
図表２　世界全体の発電電力量実績と見通し
参考文献２）を元に科学技術動向研究センターにて作成
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　クリーンコールテクノロジーの
中でも石炭ガス化燃料電池複合発
電（IGFC）は最も高効率で低環
境負荷な発電方式とされ、「究極
の石炭利用発電技術」と期待され
ている。IGFCの発電部分には高
温型燃料電池と呼ばれる方式の燃
料電池が用いられ、この技術につ
いては我が国でも活発に研究開発
が進められてきた。
　本レポートでは、IGFCの技術
概要と、キーテクノロジーであ
る高温型燃料電池の研究開発動向
をまとめる。次に、海外動向との
比較から、日本における高温型燃
料電池研究開発推進の課題を指摘
し、今後望まれる政策対応につい
て提言する。
　高効率発電に資するクリーンコ
ールテクノロジーとして、石炭ガ
ス化複合発電（IGCC）については、
科学技術動向 2004 年 11月号で詳
述されているため、ここでは簡単
に示す。IGCCは石炭を直接燃焼
させず、石炭をガス化した燃料（石
炭ガス）の燃焼エネルギーでガス
タービンを駆動し、さらに排熱で
得た蒸気で蒸気タービンを駆動す
る複合発電方式である。蒸気ター
ビンとガスタービンを組合せ、カ
スケードなエネルギー利用により
高効率発電が可能である。我が国
では商用発電プラントの 1/2程度
の規模での実証プラントが建設中
であり 2007 年から運転に入る予
定であるが、海外では既に商用発
電プラントが稼動している５）。ま
た、CO2 貯留と組み合わせた商用
発電プラントの計画も複数進行中
である６）。
　IGFC は、IGCC に更に高温型
燃料電池を組合せたトリプル複
合発電方式である。図表３に、
IGFCの特徴を、従来の石炭火力
や IGCCと比較してまとめた７）。
IGFCの発電効率が微粉炭火力や
IGCCを大きく上回る 50 ～ 55％
に達することが、「究極の石炭利
用発電技術」と呼ばれている理由
の一つである。
　図表４に IGFCを中心としたク
リーンコールテクノロジーの全体
概要を示す。高効率な発電が可能
なだけでなく、以下に述べる特長
がある。
蘆 適用炭種が幅広く、石炭資源
の有効活用が可能…従来の微粉
炭火力では、含有水分量が多く
発熱量が低い低石炭化度炭（亜
瀝青炭や褐炭）を使用しにくか
ったが、IGCC や IGFC では、低
石炭化度炭でも比較的容易にガ
ス化して燃料として使用可能で
ある。
蘆 環境汚染物質やCO2の分離除去
が容易…ガス化後にガス精製装
置を設置することで容易に環境
汚染物質を除去可能である。ま
た、排ガス中にCO2 が高濃度に
含まれるため、CO2 分離装置に
よりCO2を相対的に安価に分離
除去可能である。分離したCO2
をパイプラインやタンカー輸送
し、地中や海洋に隔離・貯留す
ることで、CO2 ゼロエミッショ
ン化に近づけることができる。
　各種発電方式のCO2排出原単位
を図表５に示す。石炭を燃料とす
る発電方式の中では IGFCは CO2
の分離・貯留技術（CCS）との組
合せにおいて、最もCO2 排出原単
位が小さい８、９）。
　IGFCを中心としたクリーンコ
ールテクノロジーに関連する技
術分野は、キーとなる高温型燃料
電池だけでなく、石炭ガス化・精
製技術、CO2 分離技術、CO2 貯留
技術（地中貯留／海洋貯留）、と多
岐にわたる。次にクリーンコール
テクノロジー各分野の研究開発動
向について、世界全体での科学技
2   石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）を中心とした 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆 クリーンコールテクノロジーの概要
図表３　各種石炭火力発電方式の比較
参考文献７）を元に科学技術動向研究センターにて作成
方式 構成 発電方式 発電効率（HHV、送電端） 適用炭種
従来石炭火力（微粉炭火力）  蒸気タービン 42～ 43％ 瀝青炭
石炭ガス化複合発電（IGCC）
ガスタービン
蒸気タービン
46～ 48％
瀝青炭
低石炭化度炭
石炭ガス化燃料電池複合発電
（IGFC）
高温型燃料電池
ガスタービン
蒸気タービン
50～ 55％
瀝青炭
低石炭化度炭
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術論文数の推移で示す（図表６）。
80 年代には石炭液化技術の研究
が大半を占めていた。これは 70
年代の二度のオイルショックのた
めに、当時は主として石油代替を
目的とした石炭の有効活用に主眼
がおかれていたことを反映してい
る。90 年代以降は地球温暖化問
題が顕在化したため、石炭ガス
化技術と高温型燃料電池（MCFC、
SOFC）技術関連の研究開発が活
発化している。近年は特に CO2
ゼロエミッション化実現を目指し
たCO2 分離と CO2 貯留技術の研
究開発が急増していることが注目
される。
図表４　石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）によるクリーンコールテクノロジー
参考文献２）を元に科学技術動向研究センターにて作成
図表５　各種発電方式のCO2 排出原単位比較
参考文献４、８、９）を元に科学技術動向研究センターにて作成
図表６　世界全体でのクリーンコールテクノロジー関連の科学技術論文数推移
Thomson社“Web of Science”データを元に科学技術動向研究センターにて作成
論文言語：All Languages
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３‐１
高温型燃料電池の
開発状況 10）
　「究極の石炭利用発電」である
IGFCにとって、最も重要なキー
テクノロジーは高効率発電を実
現する燃料電池である。燃料電池
は大きく高温型と低温型に分けら
れるが、高温型は以下の理由で
IGFCに適している。
① 高温運転であるため、石炭ガス
の主成分である水素、一酸化炭
素の電極反応が進みやすく、石
炭ガスをそのまま燃料として使
用できる。これに対して低温型
燃料電池の場合、低温運転であ
るため電極反応が進みにくく、
電極反応活性を高めるために高
価な白金触媒を必要とする。ま
た石炭ガス中の一酸化炭素は白
金触媒に吸着被毒の恐れがあり、
一酸化炭素除去装置の追加な
ど、システムが更に複雑化する。
② 高温排ガスを利用して、ガスタ
ービンや蒸気タービンとの複合
サイクル化が容易で、システム
全体の発電効率を飛躍的に向上
することが可能となる。
　高温型燃料電池には、溶融炭酸
塩形燃料電池（MCFC）と固体酸化
物形燃料電池（SOFC）がある。動作
温度は、MCFCが約 600～ 670℃、
SOFC では約 750 ～ 1,000℃であ
るが、高温排ガスを利用した複合
サイクル化が可能である。現在、
MCFCと SOFCの両方式が並行
して開発されており、以下、個別
に開発の状況をまとめる。
盧溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC）
　我が国では、1980年代初めから
国家プロジェクトでMCFCが検
討され、1MW級プラントが開発
された。その成果は、都市ガスを
念頭においた分散電源用 300kW
級燃料電池システムとして発展
し、愛知万博会場において会期中
に２機が実証運転された。発電効
率は最大 51％（LHV、発電端）を
達成した。これら２機の設備は、
2006年度に中部臨空都市（常滑市）
に移設され、引き続き運転が継続
されている（図表７）11）。
　海外では、米国とドイツの企
業がクロスライセンスによって
250kW級常圧システムを開発し、
発電効率約 47％（LHV、送電端）
を達成している。本ユニットはす
でに全世界に 50台以上の出荷実
績を持ち、運転時間２万５千時間
を越えたユニットもある。電気と
熱を供給可能で、下水処理場（汚
泥消化ガス利用）、製造業（天然
ガス・都市ガス、炭坑メタンガス
利用）、ホテル・病院・大学・電
力品質向上など、様々な分野に適
用されている 12）。
　大型のMW級としては、我が
国では1999年にC新エネルギ ・ー
産業技術総合開発機構（NEDO）
において、事業用電源向け天然ガ
ス利用 1MW級加圧プラントが運
転された。また、米国では 1997
年に都市ガス利用 2MW常圧プラ
ントが運転され、2004年に下水処
理場消化ガス利用 1MW級プラン
トが開発されている 10）。
　IGFC向けの石炭ガスの適用に
関しては、我が国では 10kW級
スタックを用いて適用可能性の検
証がなされ、特性の安定性が確認
されている段階にある。また、石
炭ガスに含まれる各種不純物が
MCFCスタック部材に与えるダ
メージも詳細に調べられている。
ppmオーダーの濃度の不純物が
セル電圧に与える影響や劣化メカ
ニズムが解明され、不純物許容濃
度も明らかにされている。
盪固体酸化物形燃料電池（SOFC）
　我が国のSOFC開発プロジェク
トとしては、2004 年までに 10kW
級のモジュールが開発され、引き
続き都市ガス、石油系燃料利用の
小・中規模分散型電源市場への投
入に力点を置いたシステム技術開
発計画（2004～ 2007年度）におい
て、コージェネレーション向け（10
～ 20kW級）ならびにコンバイン
ドサイクル向け（200kW級）の
開発が行われている。SOFCを小
型電源として利用しようとする動
きも盛んであり、１～５kW級シ
ステムによる家庭用のモニター実
証も計画されている。
　より大型の SOFCについては、
米国で積極的に開発されており、
100kW級常圧システムが、1997
年からオランダ、ドイツ、イタリ
アと設置場所を移しながら実証運
転されている。本システムの発電
効率は 46％（LHV、送電端）ある。
また、2000 年から 2003 年にかけ
ては 200kW級加圧ハイブリッド
システムが開発され、3,300 時間
の運転を行った。その際の発電
効率は 53％（LHV、直流発電端）
とされている。現在、同社は常圧
125kW級システムの開発に注力
している（図表７）13）。一方、英国
の Rolls‐Royce 社 も 1MW 級 シ
ステムを目指した開発を進めてお
り、2005年には 60kW級までの発
電を実施した８）。MCFCと SOFC
のこれまでの開発実績と現状の取
り組みを図表８にまとめて示す。
3   石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）の研究開発状況蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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３‐２
各国の関連する
研究開発計画の比較
盧米国のFutureGen計画および
　SECA計画
　米国ではエネルギー省（DOE）
を中心に、CO2 ゼロエミッション
石炭ガス化発電プラントの実現を
目指す、「FutureGen計画」を推進
中である。2003 年２月にブッシ
ュ大統領により「FutureGen 計画
に 10箇年で総予算 10億 USドル
を投入する」と表明されている14）。
石炭ガスを燃料とし、H2 併産と
CO2 回収・貯留も同時に行う発電
システムの実証運転を目標として
いる。米国は石炭ガス化技術分野
においては、世界で最も開発に先
行しており、オイルメジャーを中
心に商用 IGCC技術がすでに確立
されている。高温型燃料電池につ
いては、FutureGen計画の一環の計
画である「SECA（Solid State Energy 
Conversion Alliance）計画」15）にお
いて、2000 年から DOE 傘下 の
研究機関であるNational Energy 
Technology Laboratory（NETL）
が中心となって開発されている。
SECA計画では、2010 年までに
定置用、移動用、軍事用など広範
な用途に共通して適用可能な３～
10kWのコアモジュールを開発予
定で、大幅な低コスト化（400US
ドル／ kW）を目標にしている。
SECA計画には６つの企業チーム
が参加し、それぞれの特徴ある
SOFC技術を適用した開発を独立
して進めている。各企業チームは、
国立研究所、大学、その他の研究
機関によって支援される体制とな
っている。これらSECA計画の成
果は 2010 年以降、FutureGen 計
画の石炭ガス化発電プラントに組
み込まれる計画となっている。
　この他、環境保護局とDOEに
おいて、石炭ガス化発電とCO2 回
収・貯留に関する詳細なコスト検
討を行っており、CO2 回収コスト
を 24US ドル／ CO2‐t と試算し
ている 16）。
盪オーストラリアのCOAL21計画
　オーストラリアは世界第一位の
石炭輸出国である。エネルギー安
全保障と環境調和を両立するクリ
図表７　高温型燃料電池の外観
出典：参考文献 10、13）
MCFC（300kW級） SOFC（125kW級）
図表８　高温型燃料電池の開発実績と現状の取組み
日本 海外（米国）
MCFC SOFC MCFC SOFC
実証容量 150～ 1,000kW 1～ 40kW 250～ 2,000kW 5～ 200kW
実証効率（HHV）
41％
（送電端、300kWシステム※）
41％
（送電端、1kW級システム）
43％
（送電端、250kWシステム）
47％（スタック直流＋MGT
交流基準※）
実証寿命
 5,000h （1MWシステム）
 12,000h （10kWスタック）
 50,000h （セル、加圧）
7,000h（10kWスタック）
25,000h以上
（250kWシステム）
16,600h（100kWシステム、
スタック交換有り）
70,000h（セル、常圧）
現状の適用先 事業用電源（天然ガス） 分散電源（都市ガス） 分散電源（都市ガス）
分散電源（都市ガス）
軍事・通信電源
IGFC対応に
おける課題
蘆大型化低コスト化 蘆不純物影響の解明
蘆長寿命化
蘆システム化
蘆大型化低コスト化
蘆  IGFC に適した方式見直
し（加圧、外部改質）
蘆大型化低コスト化
蘆不純物影響の解明
蘆長寿命化
蘆システム化
蘆大型化低コスト化
※は参考値（計算による補正などによる）                                                                                        参考文献 10）を元に科学技術動向研究センターにて作成
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ーンコールテクノロジー確立を
目指し、連邦政府、州政府、石炭
産業、電力業界が協働する形で、
「COAL21 計画」と呼ばれるプロ
グラムを 2004 年３月に発表し、
推進している 17）。オーストラリア
では豊富な地下貯留のポテンシャ
ルを生かし、炭素貯留リーダーシ
ップフォーラム（CSLF）を主導
している。CSLFでの成果を元に、
中国、インドの両国と、CO2 地中
貯留評価プロジェクトを開始して
いる。ただし高温型燃料電池の研
究開発はそれほど活発ではない。
蘯中国のGreenGen計画
　中国の発電産業は 95％が石炭
火力に依存しており、クリーンコ
ールテクノロジーに対する社会的
要求が非常に大きい。90 年代後
半より、石炭ガス化技術の研究開
発に取り組んできた結果、米国の
技術をベースに噴流床二段ガス化
方式の純国産技術を確立するに至
っている 18、19）。これを元に石炭ガ
ス化燃料電池複合発電システムと
CO2 分離回収貯留システムの実証
化を目指した「GreenGen 計画」
と呼ばれる国家プロジェクトを
2004 年に開始した。さらに 2005
年には、中国華能集団公司が米国
のFutureGen 計画に参画を表明
している。一方、クリーンコール
テクノロジーの独自技術開発にも
目を向けて、2006年２月に発表さ
れた「国家中長期科学技術発展計
画」のなかでは、優先研究課題と
して位置づけられている。高温型
燃料電池については、ようやく基
礎研究が開始された段階である。
盻日本の開発計画
　IGFCにも適用可能な我が国独
自の石炭ガス化技術の確立を目指
したEAGLE（Coal Energy Application
 for Gas Liquid & Electricity）プロ
ジェクトが、NEDOと電源開発譁
の共同で 1995 年に開始された。
2002年に石炭ガス化パイロットプ
ラントの実証運転を開始し、これ
までに当初計画通りの成果を順調
に達成しており、高温型燃料電池
に適用可能なガス組成に精製する
システムを既に確立した。最終の
2006 年度には、次の検討段階に
向けて大型化技術検証および米国
産、オーストラリア産、中国産、
インドネシア産に炭種を拡大し
て試験を実施しており、次年度以
降、商用プラントに近い石炭処理
量 1000t ／日級（IGCC換算 15万
kW相当）の実用化プラントの設
計の検討に入る予定である20）。石
炭ガス化装置と CO2 分離回収装
置を組合せた実証試験が 2007 年
に開始される計画であるが、そ
の先に高温型燃料電池を組み合
わせて IGFC化するまでの道筋は
明確にされていない。
　また、CO2 地中貯留に関しては、
譛地球環境産業技術研究機構に
おいて実証試験が実施されている
が 21）、石炭発電プラントと組み合
わせた実証試験計画は具体化して
いない。
　資源エネルギー庁が 2030 年以
降のゼロエミッション社会の実現
に向けたロードマップを策定して
図表９　クリーンコールテクノロジーのロードマップ
出典：参考文献 22）
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いるものの（図表９）22）、現在まで
のところ、関連する要素技術開発
が別個のプロジェクトとして実施
されており、全体システムとして
の実証計画は具体化していない。
盧～蘯に見てきたとおり、米国、
オーストラリア、中国では石炭ガ
ス化発電プラントとCO2分離およ
び地中貯留を一体化したクリーン
コールテクノロジー全体の実証計
画が具体的にスケジュール化され
ているのとは対照的である。
３‐３
我が国における石炭ガス化
燃料電池複合発電（IGFC）
実現に向けた課題
盧CO2削減手段としての
　位置付け明確化
　IGFCが地球温暖化対策におけ
るCO2削減手段としての有効性を
示すには、CO2 分離回収とCO2 貯
留まで含めたクリーンコールテク
ノロジー全体の将来像が明確化し
ている必要があり、それには特に
CO2 貯留技術に関する学術研究の
進展が不可欠である 23）。
　前項に示したとおり、米国では
CO2 削減手段としての IGCCおよ
び IGFCの位置付けがはっきりし
ており、IGCC（IGFC）発電プラ
ントとCO2貯留を一体化した全体
計画が具体化されている。
　このような両国の状況の違いを
生む背景を探る目的で、クリーン
コールテクノロジー関連の科学技
術論文の状況を比較する。80 年
代以降の日米のクリーンコールテ
クノロジー関連技術科学技術論文
数を調べてみると、米国がトップ
で 5,283 件（シェア 34％）である
が、日本も第二位の 15,687 件（シ
ェア 15％）で、それほど遜色ない
レベルにある。しかし、個別の要
素技術分野に注目して科学技術論
文生産数の推移を見ると、日米両
国では大きく異なる傾向が見られ
る（図表10）。
　米国の傾向としては、従来は石
炭ガス化、石炭液化分野が盛んで
あったが、近年はCO2 分離、CO2
貯留技術に研究の重点がシフトし
ていることがわかる。特にCO2貯
留技術については、米国の科学技
術論文シェアは全世界の50％に達
し、他国を大きくリードしている。
米国で IGFCを含むクリーンコー
ルテクノロジーがCO2削減手段と
して有効性が認知されている要因
に、CO2 貯留に関する研究の進展
が少なからず寄与していると思わ
れる。
　一方、日本においては、石炭液
化、石炭ガス化、高温燃料電池、
CO2 分離の技術分野については米
国と互角かむしろ凌駕している。
しかしCO2 貯留に関しては、米
国に大きく出遅れている。肝心の
CO2 貯留技術の学術研究の進展が
無いままであるがゆえに、IGFC
を含むクリーンコールテクノロジ
ーについて、CO2 削減手段として
の位置付けが十分議論できない状
況にあると思われる。
　このように日本でCO2 貯留に
関する研究が進展しない要因とし
て、CO2 貯留技術には資源探査、
地質学の知見が必要であるのに、
その分野が産学ともに不足してい
る点が挙げられる。米国には、こ
れら分野でノウハウを豊富に蓄積
する資源メジャーや基礎研究拠点
が多数存在するが、日本には少な
い。今後、日本でCO2 貯留技術を
進展させるには、これらの分野の
充実、あるいは海外の進んだ研究
拠点と積極的に連携することが必
要で、いずれにおいても政府の支
援が必要と考えられる。
　経済全体が低成長段階にある我
が国では、事業用発電設備市場が
既に飽和しており、電力各社の新
規設備投資意欲は縮小している。
近年の国内電力市場自由化は、こ
の傾向に拍車をかけている。CO2
図表 10　日米のクリーンコールテクノロジー関連技術の科学技術論文シェア推移
Thomson社“Web of Science”データを元に科学技術動向研究センターにて作成
論文言語：All Languages
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削減手段としての IGFCの位置付
けがはっきりしない限り、顧客サ
イドの電力各社が積極的に IGFC
を採用する意欲も高まらない。そ
れに伴い、高温型燃料電池関連メ
ーカー側では、電力各社以外の需
要家も期待できる中容量の分散電
源用途向けの開発を優先させるこ
ととなり、IGFC向けの研究開発
に資源が投入されにくい。
　このような悪循環を断ち切り、
IGFC を含む CCTの社会的意義
を明確化し、全体計画を具体化す
る上で、海外との連携も視野に入
れながらCO2貯留関連の学術研究
へ一層注力することが望まれる。
盪高温型燃料電池の石炭ガス化
　燃料電池複合発電（IGFC）へ
　適用課題整理とマイルストーン
　明確化
　IGFC実現には高温型燃料電池
だけでなく、石炭ガス化技術、ガ
ス精製技術やCO2分離技術などの
他の技術分野の進展と、関係者間
の連携が不可欠である。現状我が
国では、石炭ガス化技術やCO2 分
離技術は IGCCを想定した実証化
段階にあり、IGFC向けとしての
高温型燃料電池の技術開発レベル
に先行している。このような研究
開発段階の不一致は避けられない
ものであるが、関係者間の対話と
連携を進展しづらくしている面も
ある。
　確かに高温型燃料電池の実用
化への技術的ハードルはまだ高い
が、特にMCFCについては、ベ
ンチスケールでの耐久性や石炭ガ
ス中の不純物影響把握、最適な水
素製造方式の確立など、IGFCに
向けた基礎段階での諸課題は、日
本では既にクリアしている。次の
ステップであるパイロットプラン
トスケールの IGFCを実現する上
で、高温型燃料電池に関して想定
される技術課題を整理して図表11
に示す。今後、クリーンコールテ
クノロジー関係者間で全体計画に
ついての議論を深めるためには、
高温型燃料電池の関係者が率先
し、図表 11に示した課題を克服
する上で取るべき方策や開発ステ
ップを明確化し、次ステップに移
行する際のゲートとなる目標設定
を明示したマイルストーンの構築
が必要である（図表12）。
　 現 状 IGFC 向 け の MCFC と
SOFCはこれまで別個に開発が進
められており、開発進展状況に
差が生じている。特に SOFCに
ついては、石炭ガス対応検討は殆
どなされておらず、劣化メカニズ
ムや許容濃度について未解明の部
分も多い。場合によっては材料開
発まで遡った検討が追加で必要と
なることも想定される。この点、
MCFCについては既にクリアして
おり、IGFC実現に向けて現時点
ではMCFCの方がより現実的に
近い位置にあると言える。IGFC
向け高温型燃料電池の方式選定を
いつまでにどのような基準で行う
か明確化するにあたっては、基
礎研究開発段階の進展を踏まえ、
総合的な視点からの議論が必要
である。
　その上で、IGCCで先行する石
図表 11　石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）実現に向けた諸課題
課題 内容
石炭ガス化
装置
ガス化方式の最適設計
空気を石炭ガス化酸化剤に用いた場合に窒素分
によって電池圧損が増大し、ガスリークの可能
性。電池動作圧力と関連するガス化圧力ととも
に電池内ガス流路やシステム全体構成の再設計
IGCC向けガス化装置
からの改良点の明確化
燃料電池の性能を最大限に発揮できるシステム
再設計とそれに合致するガス化設備の改良
CO2 分離機能付加に
よる最適システム設計
CO2 分離装置追加にともなうシステム再設計と
改良
ガス精製装置
精密ガス精製方式の
確立
電池許容レベルを達成する精密ガス精製方式の
開発
燃料電池
石炭ガス中不純物
許容濃度の解明
ppmオーダーの硫黄化合物、ハロゲン化合物、
窒素化合物によるNi触媒機能への影響解明。耐
不純物レベルの解明
適切な電池形式選定
改質方式（内部／外部）も含めて、然るべき時
点でMCFCと SOFCの比較・選定
石炭ガス適用時の
メタネーション現象解明
石炭ガス主成分のCOとH2 からのメタン生成・
発熱反応による電池構造や運転条件の見直し
科学技術動向研究センターにて作成
図表 12　パイロットプラントスケール実現までのマイルストーン例
科学技術動向研究センターにて作成
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炭ガス化技術の進捗と、燃料電
池の大容量化達成時期を見極めつ
つ、両者一体のシステム構築を具
体的計画の早期立案が望まれる。
これによって IGFCの方向性が明
示され実用化が促進される。
　IGFC は先の長い技術であり、
石炭ガス化関連技術開発と燃料
電池開発との協調を取りながら開
発のステップを明示することによ
り、技術進展の段階にあわせた息
の長い開発支援が初めて可能とな
るであろう。
蘯関連する重要技術開発の更なる
　進展
　IGFCの実現には、高温型燃料
電池のみならず幅広い周辺技術開
発の進展が不可欠であるが、石炭
ガス化技術についてはより一層の
高効率化が望まれる。現在、日本
での石炭ガス化技術開発は IGCC
開発の一環として、IGFCに先行
して進められており、IGFCには
それら成果の活用が期待できる。
特にEAGLE計画で開発中の「二
段旋回流型ガス化炉」は、米国の
石炭ガス化技術と比較して、幅広
い炭種対応可能である点で優れる。
　また、さらに一歩進んだ次世代
型の石炭ガス化技術として、エク
セルギー回収型ガス化技術が考案
されており、これを組み合わせた
Advanced IGFC（A‐IGFC）では、
石炭を低温（700 ～ 900℃）でガ
ス化し、ガス化に必要な熱を高温
ガスタービンや燃料電池の排熱を
再利用することで発電効率が70％
に達すると試算されている（図表
13）24、25）。2007 年度から、東京大
学を中心に、この分野の基礎研究
が開始される予定であるが、ここ
では機械工学、材料工学、計算機
科学、燃焼工学等、幅広い学術分
野の知見を集積した形での研究活
動が不可欠である。
盻国際協力の可能性検討
　今後、日本がこれまで進めてき
たクリーンコールテクノロジーに
関する技術蓄積を元に、中国を初
めとする石炭消費大国との連携を
より深め、IGFC技術開発の国際
協力を進めることが望まれる。中
国、インドを中心にアジア諸国で
は、急激な経済成長とともに石炭
への依存拡大が見込まれている。
エネルギー確保や環境保全の面か
ら、IGFCを含むクリーンコール
テクノロジーは非常に重要な技術
に位置づけられている。他のアジ
アの石炭消費国へのIGFC導入は、
同じアジア域内に位置する我が国
にとっても、エネルギー需給や地
球環境問題の観点で望ましい。こ
れらアジア諸国では、電力需要の
拡大とともに、石炭発電インフラ
の構築がこれから急激に進むこと
が予測されるため、日本で開発し
たクリーンコールテクノロジーの
導入先という面でも、日本国内以
上に大きく期待できる。
　その際、クリーンコールテクノ
ロジーは研究開発途上の段階にあ
ることから、円滑な協力関係の確
立には協力先での知的財産権保護
制度の確立が不可欠である。我が
国として開発段階のどの時点でど
のような協力が可能か整理した上
で、将来クリーンコールテクノロ
ジーを必要とするアジア諸国と、
技術面および制度面を含む包括的
な対話が望まれる。
　また、米国が主催し、日本、韓国、
豪州、中国、インドの計６ヵ国が
参加する ｢クリーン開発と気候に
関するアジア太平洋パートナーシ
ップ（Asia‐Pacific Partnership on 
Clean Development and Climate：
APP CDC）｣では、クリーンコー
ルテクノロジーに関するタスクフ
ォースを設置しており、次回2007
年の閣僚会議までに技術開発プロ
グラム策定やCO2 貯留の促進を
目標としている 26）。このように
活発化する国際的な活動に関して
も、積極的に貢献していく必要が
ある。
図表 13　Advanced‐IGFC（A‐IGFC）の構成と特徴
従来型 IGCC/IGFC A-IGCC/IGFC
複合化方式 カスケード式 エクセルギー再生型
ガス化方式 高温部分酸化（1,100～ 1,500℃） 水蒸気改質（700～ 1,000℃）
ガス化炉 噴流層
高濃度高速循環流動層
（multi-loop high density CFB）
発電効率 46～ 48％（55％） 53～ 57％（65％）
出典：参考文献 25 ）
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　石炭ガス化燃料電池複合発電
（IGFC）は、石炭を燃料とする発
電方式の中で、最も高効率でCO2
排出削減につながる方式である。
昨今の原油価格の高騰と、途上国
における今後のエネルギー需要拡
大に対応し、我が国のエネルギー
セキュリティー、地球環境保全の
観点から、開発に力を入れるべき
技術の一つと言える。しかしなが
ら、我が国ではクリーンコールテ
クノロジーに関わる個別の要素技
術を統合した全体システムの構築
にいたる道筋が明確でなく、実証
計画も具体化していない。
　今後、IGFCの早期実現に向け
て、以下の提言をしたい。
盧CO2削減手段としての
　位置付け明確化
　IGFCが地球温暖化対策におけ
るCO2 削減手段として有効であ
ることを示すには、CO2分離回収と
CO2貯留まで含めたクリーンコール
テクノロジー全体の将来像を明確化
する必要があり、それには日本で不
足しているCO2貯留技術に関する
学術研究の進展が不可欠である。
米国ではCO2貯留に関する学術研
究進展の結果、CO2削減手段として
クリーンコールテクノロジーおよ
び IGFCの位置付けが社会的に認
知され、国のトップダウンで、IGCC
（IGFC）発電プラントとCO2貯留を
一体化した全体計画が具体化され
ており、我が国でも同様の全体計
画の具体化が必要である。その中
で、IGFCの位置付けを明確化す
べきである。今後、日本における
IGFCを含むクリーンコールテク
ノロジーがCO2削減手段として社
会的認知を獲得するには、先ず前
提として、日本で遅れているCO2
貯留に関する学術研究を一層活発
化することが不可欠である。
盪 IGFCに向けた高温型燃料電池の
　課題整理とマイルストーン明確化
　IGFC実現には高温型燃料電池
だけでなく、石炭ガス化技術、ガ
ス精製技術やCO2 分離技術など
の他の技術分野の進展と、関係者
間の連携が不可欠である。現状、
石炭ガス化技術やCO2 分離技術
は IGCCを想定した実証段階にあ
り、IGFC向けの高温型燃料電池
開発に先行している。このような
研究開発段階の不一致は避けられ
ないものであるが、関係者間の対
話と連携を進展しづらくしている
面もある。高温型燃料電池の一部
では実際にはベンチスケールでの
耐久性や石炭ガス中の不純物影響
把握など、IGFCに向けた基礎段
階での諸課題は既にクリアしてい
る。今後、クリーンコールテクノ
ロジー関係者間で全体計画につい
ての議論を深め、次のステップで
あるパイロットプラントスケール
IGFCを実現するためには、高温
型燃料電池の関係者が率先し、高
温型燃料電池に関して想定される
技術課題を整理し、課題を克服す
る上で取るべき方策や開発ステッ
プを明確化し、次ステップに移行
する際のゲートとなる目標設定を
明示したマイルストーンの構築が
必要である。
蘯関連する重要技術開発の更なる
　進展
　IGFCの実現には、高温型燃料
電池のみならず幅広い周辺技術
開発の進展が不可欠である。とり
わけ石炭ガス化技術は全体の発電
効率を左右する重要な技術である
ことから、より一層の効率向上に
向けた研究開発が望まれる。この
分野の基礎研究開発を進展するに
は、機械工学、材料工学、計算機
科学、燃焼工学等、幅広い学術分
野の知見を集積した形での研究活
動が不可欠である。
盻国際協力の可能性検討
　これまで進めてきた技術蓄積を
元に石炭消費国との連携を深め、
IGFC技術開発に関する国際協力
を進めていくことが必要である。
その際、IGFCをはじめとするク
リーンコールテクノロジーは研究
開発途上の段階にあり、円滑な
協力関係の確立には協力先での
知的財産権保護制度の確立が不
可欠である。我が国として開発段
階のどの時点でどのような協力が
可能か整理した上で、技術面およ
び制度面を含む包括的な対話が望
まれる。
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塩谷　景一
推進分野ユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　第３期科学技術基本計画の「も
のづくり技術分野」の推進戦略に
おいて、資源・環境・人口問題を
乗り越え、国際競争力を維持し、
経済を発展させていくために、我
が国の強みであるものづくりを
核とし、サービス、情報産業まで
も巻き込んだバリューチェーンと
しての付加価値を最大化するこ
とが大きな政策課題であると示さ
れている１）。バリューチェーンと
は研究・開発から製造・組立、販
売、アフターサービス、リサイク
ルまでの付加価値の積み上げであ
る２）。販売やアフターサービス活
動は製造業の生産活動の結果であ
る製品が「活用される」プロセス
と考えられるので、「生産システ
ム」を進歩させることは、連鎖の
トータルとしての付加価値を高く
するために有効な手段と考えられ
る。この観点からものづくり技術
分野の推進戦略として生産システ
ムに取り組む事は重要である。
　第３期科学技術基本計画では、
「飛躍知の発見・発明」、「科学技
術の限界突破」、「環境と経済の両
立」、「イノベーター日本」、｢生涯
はつらつ生活 ｣、「安全が誇りとな
る国」が政策目標として設定され
た３）。この中で、「国力の源泉を
創る」という理念に基づいた政策
目標である「環境と経済の両立」
および「イノベーター日本」で
は、人口減少・少子高齢化や地球
温暖化・エネルギー問題といった
制約を克服しつつ、激しい国際競
争の下で持続的な発展を可能とす
る国を実現するためには、国力の
源泉としての科学技術に取り組む
ことが不可欠であることが示され
た３）。特に、第３期科学技術基本
計画の「ものづくり技術分野」推
進戦略では、「ひとが主役のもの
づくり現場」が基本的取組方針の
一つとして示されている１）。
　本稿では、生産システムが目指
すひとつの方向として、人および
環境への配慮と経済の両立を考え
る。我が国の進むべき人・環境と
経済の両立を実現する生産システ
ムを具体的に例示し、製造業の持
続的な国際競争力強化と人や環境
に配慮した社会へ向けて、今後研
究開発として推進すべき課題を挙
げたい。
2   ものづくり技術分野で示されている人と環境に関する個別課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　図表１に示すように、第３期科
学技術基本計画の「ものづくり技
術分野」推進戦略では「重要な研
究課題」が 10項目選定され、そ
の内７課題が人あるいは環境に関
するキーワードを含んでいる１）。
特に、戦略重点科学技術盪「資源・
環境・人口制約を克服し、日本の
フラッグシップとなる、ものづく
りのプロセスイノベーション」に
対応する領域「革新的・飛躍的発
展が見込まれるものづくり技術領
域」の重要な研究開発課題眇眄眩
眤で人あるいは環境というキーワ
ードが多く盛り込まれている。前
述したように、「ものづくり技術
分野」推進戦略の基本的取組方針
で「ひとが主役のものづくり現場」
が示されている。特に、環境への
配慮に関しては「環境分野」の推
進戦略で、3R（Reduce、Reuse、
Recycle：発生抑制、再利用、再
生利用）技術研究領域が取り上げ
られており、図表２に関係部分を
抜粋して示す４）。
　また、第３期科学技術基本計画
の重点化の検討に際して、有用な
情報を提供することを目的に実施
された「科学技術の中長期発展に
係る俯瞰的予測調査」の一連の結
果でも、人や環境に配慮した生産
システムが重要な課題に選定され
ている。「デルファイ調査」５）の製
造分野では、領域として「高付加
価値製品製造技術」、「循環型・低
環境負荷製造技術」が挙げられて
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おり、特に技術的実現のための政
府による関与の必要性大との回答
比率が高かった上位５課題は、「循
環型・低環境負荷製造技術」領域
に属する課題であった。「注目科
学領域の発展シナリオ調査」６）で
も、今後 10～ 30年程度を見通し
た場合に、社会的・経済的な貢献
が大きい科学技術領域、革新的な
知識を生み出す可能性を持つ領域
の一つとして「超多品種少量生産
システム」が選定され、多様な顧
客ニーズに対応すること、すなわ
ち、人に合わせた製品を作り出す、
人に配慮した生産システムの重要
性が述べられている。
　さらに、環境と産業に関する動
きとして、「ものづくり白書 2006
年版」７）では、環境制約の克服、
安定供給を支える（産業事故・自
然災害などからの復旧）事業継
続を製造業の課題として取り上げ
ている。また、経済産業省の技術
戦略ロードマップでは、3R分野
の技術戦略マップが作成され、循
環型経済社会の構築を目指すこと
を示している８）。一方、国際規格
ISO14000 シリーズの本格的導入
もあり、環境問題は企業の社会的
責任（CSR）を果たすための重要
な企業戦略と考えられている。日
本の法制度は環境基本法のもとで
各種法律があり、生産・消費‐再
商品化‐再生利用の各段階で資源
循環システムの構築を促進させる
体系となっている。
図表１　ものづくり技術分野の重要な研究課題における人や環境に関する生産システムのキーワード
ものづくり技術分野の推進戦略 キーワード
１．状況認識
３．戦略重点科学技術盧
日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したものづくり「可視化」技術
２．重要な研究開発課題
共通基盤的なものづくり
技術（領域）の推進
盧 IT を駆使したものづくり基盤技術の強化
日本型ものづくりシステム技術
人が主役のものづくり現場
盪 ものづくりニーズに応える新しい計測分析技術・
　機器開発、精密加工技術
人が協調するものづくり環境
施設や巨大な機械システムの安全性確保
蘯 中小企業のものづくり基盤技術の高度化
盻 巨大な機械システム構築に貢献するものづくり技術 社会と国民の安心・安全
３．戦略重点科学技術盪
資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、ものづくりの
プロセスイノベーション
２．重要な研究開発課題
革新的・飛躍的発展が見
込まれるものづくり技術
（領域）の推進
眈 世界をリードする高付加価値材料を生み出す
　ものづくり技術
眇 人口減少社会に適応する、ロボット等を使った
　ものづくりの革新
人が主役のものづくり現場
人と協働、安全性、多品種少量、セル生産ロボット
女性や高齢者がものづくりに参加できる作業環境
ものづくり労働人材不足
眄 バイオテクノロジーを活用したものづくりの革新
省エネルギー環境調和型ものづくり技術
環境に調和した循環型社会
眩ものづくりプロセスの省エネルギー化
省エネルギー型ものづくり技術
ライフサイクルを考慮した設計支援システムによる
生産プロセスにおけるロス低減
眤 資源を有効利用し、環境に配慮したものづくり技術
環境配慮型ものづくり技術
3R型（発生抑制、再利用、再生利用）
２．重要な研究開発課題
人材育成・活用と技能継
承・深化
(10) ものづくり人材の育成強化と活躍促進
図表２　環境分野の 3R技術研究領域における重要な研究課題
環境分野の推進戦略（抜粋）
3R技術研究領域
重要な研究課題矣砒は3R技術研究領域における戦略重点科学技術
重要な研究開発課題
プログラム１：資源循環型社会にお
ける生産・消費システムの設計・評価・
支援技術
矣  3R実践のためのシステム分析・評価・設計技術
矮  3R推進のための社会システム構築支援技術
矼  3R型の製品設計・生産・流通・情報管理技術
重要な研究開発課題
プログラム２：有用性・有害性から
みた循環資源の管理技術
砌再生品の試験・評価・規格化支援技術
砒 国際 3R対応の有用物質利用・有害物質管理技術
重要な研究開発課題
プログラム３：リサイクル・廃棄物
適正処理処分技術
礦地域特性に応じた未利用資源の活用技術
砠 社会の成熟・技術変化に対応するリサイクル技術
礪 未来型廃棄物処理及び安全・安心対応技術
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３‐１
製造業の
全産業への波及効果
　図表３はものづくり白書 2006
年版７）に示された製造業の国内生
産額の増減による波及効果をまと
めたものである。
　ものづくり白書 2006 年版では、
図表３から製造業は広義のサービ
ス業と比較して、各産業へ及ぼす
影響が大きいと述べられている。
すなわち、製造業各業種の加重平
均では、自らの生産活動による国
内生産額が１単位増加した場合、
他の製造業の生産活動による生産
額が 0.30 単位増加し、非製造業
の生産活動による生産額は 0.48 単
位増加し、自産業への波及と合わ
せて 2.10 単位の増加となる７）。広
義のサービス業の各業種の加重平
均は 1.52 であり、製造業の波及効
果が大きい。つまり、製造業の付
加価値額が増減した場合、直接的
に当該製造業に波及するだけでな
く、これが間接的に他の製造業や
非製造業の付加価値額にも増減を
もたらす。
　生産システムは、窕製造業にお
いて実際に物を造る仕組みである
こと、窘生産システムがバリュー
チェーンのトータルな最適化を管
理する機能を持つことから、製造
業の自らの生産活動による国内生
産額の増加への貢献は大きいと推
定できる。
３‐２
生産システムの
これまでの枠組み
　生産システムのこれまでの取り
組みを示すため、生産システムの
歴史的な変遷経緯について以下に
のべる。図表４に生産方式・生産
システムの変遷を示す。
盧生産設備の集中と分散 9、10）
　生産設備には、加工設備・組
立設備・部品の搬送設備など機
能的にまとまった設備の単位があ
る。CIM（Computer Integrated 
Manufacturing）はこれら設備の
単位を集中管理し、さらに他の工
場や経営情報を含めて統合管理す
るシステムである。これまで、実
際に大規模なCIMが開発されて
きた。集中管理方式は需要や設備
状態などの変化に弱いため、生産
システムは分散管理方式へ向かう
傾向にある。設備の単位に自律性
を持たせ分散管理する考え方は、
自律・分散・協調型生産システム
と呼ばれる。
盪品種と生産量に応じた生産 9、10）
　同じものを多量に製造するの
は少品種多量生産と呼ばれ、米
国フォード社のフォード生産シス
テムが代表的な方式である。一
3   ものづくり技術分野における生産システムとは 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表３　 製造業の自らの生産活動による国内生産額が１単位増加した場合
の全産業国内生産額に及ぼす波及効果
ものづくり白書 2006 年版は各産業の国内生産の１単位の増加・減少が自産業を含め
た全産業国内生産額に及ぼす波及効果を、50部門表を整理統合した 30部門表（製造
業 14部門（業種）、サービス業７部門（業種））より試算。
広義のサービス業は教育、研究、医療・保健衛生、公共サービス、対事業所サービス、
対個人サービス、卸・小売、金融・保険、不動産、運輸・通信を指す。
ものづくり白書2006年版が参照した資料は 2004年簡易延長産業連関表。
ものづくり白書2006年版から引用
図表４　生産方式・生産システムの変遷
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方、多様なニーズや様々な使い
方に応じた製品を製造するため
に多品種中少量の製品を製造す
る生産システムはFMS（Flexible 
Manufacturing System）が代表例
である。近年、生産量や品種数は
短期間でダイナミックに変動する
ため、その変化に応じた生産を可
能にする変種変動生産方式の実現
が目指されてきた。セル生産シス
テムはその代表例である。
　しかし、現在も、集中管理方式
あるいは少品種多量生産が有利な
製品は数多く存在するので、図表
４の生産方式・生産システムは並
存している。
３‐３
人と環境に着目した
生産システムの考え方
　人と環境に着目したシステム
として本稿で述べる「人に合わせ
た生産システム」・「環境配慮型生
産システム」の構成を図表５に示
す９～12）。
　製造用生産システムは、部品加
工・製品の組立をコンピュータ
で行うためのデータ作成などの
生産準備、計画的・効率的に実際
に生産ラインを制御するための生
産管理・統制の機能を持つ。ライ
フサイクルシステムは製品の製造
コストだけでなく、運用コスト・
保全コストなど製品のライフサイ
クル全体を時間軸で最適化する技
術である。サプライチェーンマネ
ージメント（SCM：Supply Chain 
Management）は企業間での調達・
販売活動に関わる一連の流れを
総合的に管理し、物の流れの軸で
最適化を行う技術である。関与企
業は地理的に分散しているので物
の搬送も考える必要がある。時間
的広がりと地理的広がりを拡大し
ている生産システムの目標仕様は
年々複雑さを増している。
　最近の生産システムの研究・開
発の方向性をまとめると下記のよ
うになる９～12）。
秬変種変動への対応
秡 人の能力を活かす。人の特性
を考える
秣環境負荷の低減
稈品質の向上
稍 顧客の多様な要求に応える
（短納期・使いやすさ・個人
オリジナル）
稘安全な設備
　世界的には、欧州委員会が中心
になって 2004 年にまとめた欧州
の「Manufuture2020（欧州製造業
2020）への展望」が注目されてい
る。2006年８月にその中核メンバ
ーであったＦ．ジョバネ（Jovane）
氏が来日し、Manufuture2020 の
戦略目標を下記のように説明して
いる 13）。
秬 持続可能な欧州製造部門の競
争力
秡製造技術面でのリーダシップ
秣環境にやさしい製品と生産
稈 文化的、倫理的、社会的な価値
における欧州のリーダシップ
　一方、日本では、経済・経営学
の研究者が中心になって、社会経
済構造・労使関係・技術経営戦略
まで含めた生産システムの研究例
がある。また、このような視点か
らの生産システムを研究対象のひ
とつとしている 21世紀COEプロ
グラム（社会科学領域）としては
以下がある 14）。
秬 「技術・企業・国際競争力の
　総合研究」同志社大学
秡 「ものづくり経営研究センタ
　ー」東京大学
図表５　人と環境に着目した生産システムの構成
4   生産システムの目指す方向蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
人に合わせた生産システム
　前述したように、分野別推進戦
略「ものづくり技術分野」の基本
的取組方針で「ひとが主役のもの
づくり現場」が示されている。人
への配慮と経済性の追求が両立す
る生産システムの実現が理想であ
る。これらの両立は一見難しいよ
うに思われるが、むしろ人を重視
した生産システムの方が従来の生
産ラインよりも生産効率が高くな
るという結果も出てきている。
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盧 人に合わせた生産システムへの
期待
　生産システムに関わる人は、そ
こで働く人と作り出される製品の
利用者（購入者）の側面がある。人
を重視した「人に合わせる」生産
システムのあり方を以下に示す。
窕 働く人に対しては、働く人が
自分に合わせ制御できる「人に
合わせた」生産システムが望ま
れる。働く人が主体でなく制御
できない生産システムとは、例
えば、組立対象の製品がベルト
コンベアで流れてくる場合であ
り、作業者は「ベルトコンベア
の流れに合わせて」、担当する
組立作業を完了させなければな
らない。
窘 製品の利用者に対しては、利用
者の個々のニーズに合った製品
が必要な時点で購入あるいは発
注できる「人に合わせた」生産
システムが望ましい。これは、
単に時間をかけて多品種の製品
を揃えるのではなく、発注され
る製品の種類の分布が短期間に
変化しても、その変化に対応し
た種類（しかも多品種）の製品
を出せるような生産システムで
あり、図表４で示した変種変動
生産である。反対のケースは、
購入したい時に利用者が使い
方・好みに合った製品が購入で
きない、あるいは選択の余地が
少ない少品種生産システム、あ
るいは多品種ではあるが種類が
固定したような生産システムで
ある。
　この窕および窘双方を満たし、
かつ生産効率・品質の向上との
両立を考えた生産システムが、
３‐２盪で示したセル生産シス
テムである（図表６）９、10）。人と
経済の両立に対応出来るという意
味で、実用レベルに達している他
の方式は今のところ提案されてい
ない。実際に、セル生産システム
を導入し、セル生産システムの従
事者の創意工夫、製品を作り上げ
る充実感を含めた成果が各企業の
webサイトで公表されている 15）。
盪セル生産システムの構成と
　効果を上げている理由
　セル生産システムが上記窕窘を
満たし、生産効率・品質が高い効
果を上げている要因と構成とを下
記に示す。前記の窕働く人に合わ
せた生産システムは、下記の盧に
よって実現され、窘利用者に合わ
せた製品を提供できる変種変動生
産は、下記の盪～盻によって実現
されている。
盧 セル生産システムは数人あるい
は一人で作業ステーション（こ
れが「セル」と呼ばれる）を構
成し、人が組立工程を主導して
一つの製品を完成させる生産方
式であり、生産量に応じてセル
数を決める（図表６）。人が「自
分の製品」という意識を持つこ
とで、作業および設備の改善へ
向けた創意工夫が行われる。一方、
ライン型生産システムでは、作
業者は工程に組み込まれた一部
となる。
盪 セル生産システムではセルごと
の一個流しで生産する。同一品
種の製品を組み立てるセル数の
増減により生産量の調整ができ
る。ライン型生産システムは、
大ロット単位の生産数のため造
りすぎの無駄が生じる（例えば、
100 個の次は 200 個の生産量と
なる。120 個の場合も 200 個流
す必要がある）。セル生産シス
テムは、一個単位で生産調整で
き、無駄な生産を行わない。ま
た、設置の容易なセルの数を変
えることで生産の変動に速やか
に対応できる。
蘯 図表６に示すようにセル生産シ
ステム全体では製品の出口を多
く出来るので、A1、A2、…An
のように多品種の製品を生産で
きる。
盻 セル生産システムは自己完結型
であり、特定の人の作業能力は
担当セルのみに影響を与えるが
他のセルには影響を与えない。
ライン型生産システムでは、一
人が扱う単一工程の連鎖のた
め、最も作業効率の低い工程で
全体の生産効率が決まる。
　盪～盻は、一人か数人で製品を
組み立てる一個流しを行うセル生
産システムの長所であり、これに
より変種変動生産が達成され、経
済的効率を上げることが出来る。
　また、盧は人の意欲・能力に関
係し、多くの工程を一人で担当す
図表６　ライン型生産システムとセル生産システムの比較
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るため一つの製品を作り上げる実
感ができ、自分の製品であるとい
う意識を持ちやすい。その結果、
人のやる気・改善提案への意欲
を高め、作業方法の創意工夫など
により生産の効率化や品質向上に
結びつきやすい。セルの立ち上げ
時点では、従来のラインとくらべ
て生産効率が低くなることもある
が、時間とともに高くなり、かつ
品質が向上し、最終的には従来ラ
インより良くなるという結果が出
ている。
蘯 セル生産システム基本構成の
　課題とセル生産システムが持つ
　仕組みや補助活動
　セル生産システムは人が組立工
程を主導して一つの製品を完成さ
せる生産方式で、数人あるいは一
人が担当する作業ステーションを
基本構成としている。しかし、こ
の基本構成ゆえに生じる幾つかの
課題があり、課題改善のための仕
組みが考案され、あるいは補助活
動が行われている。それらを図表
７に整理して示す。
盻セル生産システム適用拡大の
　ための研究例
①セル生産システムの無人化研究
　図表７で示した、⑤組立工数が
あまりにも多い製品、重量部品が
ある製品など、適用が難しい製品
に対し、セル生産システムを適用
する研究の方向には、秬セル生産
システムの人を多機能ロボットに
置き換える研究、秡人とロボット
の協調システムを目指す研究があ
る。これらの研究は、ロボットセ
ル生産システムなどと呼ばれ、人
を中心としたセル生産システムの
追求というよりも、無人化生産シ
ステムによる変種変動生産や生産
の安定化を目指している。しかし、
現在、作業者が行っている両腕協
調作業あるいは製品の変化による
組立方式の頻繁な変化などの全て
に対応できる実用レベルのロボッ
トが今後５年程度で開発できると
は考えにくい。一方、有害な薬品
や高温作業など人に優しくない製
造プロセスで、かつ変種変動生産
でない場合には、徹底して LCA
（ローコストオートメーション）
といわれる無人化を目指す研究へ
の要請は大きい。しかし、これら
の研究は本来的なセル生産システ
ムが目指す方向と別の方向と考え
られる。
②人の機能を拡張する装置の研究
　最近の大学での研究成果を中心
に、セル生産システムの成功要因
である人中心の構成を基本にし、
人の機能を拡張しようとする装
置の研究開発例を以下に示す。現
状況で適用が難しい製品というの
は、人の機能が不十分であること
が主因の場合が多い。したがって、
秬人の機能を拡張する装着可能な
装備、秡人の意のままにコントロ
ールできる装置の研究が重要と考
えられる。図表８に研究の目指す
イメージを示す。
　人の意のままにコントロールで
きる装置として例えば、ヘッドマ
ウントディスプレイとコンピュー
タ支援組立装置の組み合わせで、
部品や装置の実像と同じ部品や
装置のコンピュータグラフィック
ス表示図を重畳し、合わせて作業
方法・関連データなどを表示させ
る仕組みが考えられている。わか
りやすく、かつ操作ミスを防ぎや
すい操作画面を使い、容易に作業
者の意のままに装置を制御し装置
に作業をさせ、作業者が担当する
多くの組立工数への対応を容易に
し、作業効率を向上させることが
考えられる。
　図表８の人の機能を拡張する
装着可能な装備例１は、セル生産
システムの中核となる熟練者が指
先に装着できるセンサーのアイデ
アである。指先で部品に触ること
により温度などをセンシングでき
れば作業効率が高くなる。図表８
中の有機半導体による電子人工皮
膚（手に装着できる多機能センサ
ー）16）の研究は、柔軟に曲がる触
覚センサーの集合体の実現を目標
にしている。これは人のセンシン
グ機能を拡張する装備のひとつで
ある。例えば、軍手をつけるよう
な容易さで、人の能力を超える各
種のセンシングが出来れば効果が
大きい。
　また、人の機能を拡張する装着
可能な装備例２は腕に装着するこ
とで、精密位置決めや、パワーな
ど、人の機能を拡張するというア
イデアである。パワーアシストツ
ール 17）の研究例はハンドリング
力の支援になる。セル生産システ
図表７　セル生産システム基本構成の課題と改善のための仕組みや補助活動
セル生産システム基本構成の課題 課題改善のための仕組みや補助活動例
① 一人が複数の工程を受け持つので、工
程数の少ないライン型生産システムに
比べ、作業習熟に相当の時間を要する
蘆 セル生産システム立ち上げ時の、教育用シス
テム、マニュアル、作業標準書を充実させる
② 人に依存するので、人の能力により生
産性・品質の差が出る
蘆作業の科学的作業分析手法の教育
蘆 全てのセルで製品に要求される品質を保証す
る製品設計
③ 多くの生産ステーションに分かれるの
で、部品の投入口や製品の出口が多く
なり物の流れが複雑になる
蘆 セルへの部品供給や製品出荷計画など複雑と
なる物の流れの最適化管理（SCMの導入）
④ セル数が多いので高価な設備が導入し
にくい一方、人の安全・使いやすさを
考えた設備が必要
蘆 わかりやすく、操作ミスを防ぐユーザインタ
フェースを備えた操作画面を持ち、作業者の
制御下にある自動化設備
蘆 誤作業を防止する仕組みを強化した生産設備
蘆 効率的な組立を支援する使いやすい治具
⑤ 組立工数があまりにも多い製品、重量
部品がある製品など、適用が難しい製
品がある
蘆 部分的にライン型とし、コンベアを導入する
蘆 チームワークを重視できる数人で組み立てる
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ムの熟練者の装着により、①高精
度位置決めなど人より自動機が得
意な機能、②セル生産システムが
向いていないといわれる重い製品
の扱いを可能にする機能、を付加
することができる。
　人に合わせた生産システムの今
後の課題は、現在のところセル生
産システムを進歩させる研究が最
も有望と考えられる。セル生産シ
ステム従事者は、ものづくり技能
者兼技術者であり、担当するセル
生産システムを創意工夫により改
善あるいは改善提案を行うことで
進化させる可能性がある。セル生
産システムは人が全体を制御する
ことで、高い柔軟性を持つところ
に特徴がある。この結果、人のや
る気を高め、かつ、生産効率が高
い生産システムとなっている。し
たがって、人を中心にし、人の機
能を拡張する装着可能な装備・人
の意のままにコントロールできる
装置の研究が重要と考えられる。
重量部品を持つ製品などへセル生
産システムの適応範囲を拡大させ
るとともに、製品利用者の多様な
ニーズなどから今後一層ダイナミ
ックに変化する品種数や生産量に
適切に対応できるセル生産システ
ムの研究が望まれる。
４‐２
環境に配慮した
生産システム
　前述したように、第３期科学技
術基本計画では「環境と経済の両
立」が政策目標のひとつに取り上
げられている。素材や廃棄物処理
の研究動向の報告18～ 20）や環境と
経済の両立を目指す生産システム
に関するシンポジウムの開催 21）
など活発な活動が行われている。
盧環境配慮型の生産システムの構成
　図表９に環境に配慮した生産シ
ステムの理想的な構成を示す。一
般に、製品を作る「順工程」と、
運用が終わり回収・分解・検査・
仕分けの逆方向に進む「逆工程」
の両者を考えることでライフサ
イクル全体を循環型にすることが
できる。部品の再利用が望ましい
が、逆工程の最後は材料レベルの
再利用である。一方、多くの製品
は運用段階での定期的な部品交換
により性能を維持することができ
る。部品の余命が予測できれば、
無駄な交換を防ぐことが可能とな
り、その分は、環境への配慮とな
る。このように状態によって部品
交換時期を決める保全は、状態基
準保全（CBM：Condition Based 
Maintenance）と呼ばれ、必要に
応じて部品を交換することによ
り、「無駄な保全」を少なくできる。
図表９に示した、運用‐健全性評
価・診断‐保全のサイクルは状態
基準保全活動を表している。「健
全性評価・診断」では、「使用済
み部品から使用年数や使用環境な
どと劣化状況等のデータとを相互
に関連付けたデータベース（余命
予測の基礎データベース）」を活
図表８　今後のセル生産システム研究の取り組み方向のイメージ例
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用して部品余命を予測し、保全の
必要性を判断する。
盪循環型ライフサイクルの課題
　製品の設計においては、順工程
における易組立性と逆工程におけ
る易分解性という、場合によって
は相反する条件のトレードオフを
考えることが必要である。順工程
の生産システム設計は逆工程も考
慮して設計される必要がある。逆
工程は部品供給としては不確定要
素の大きいルートであり、SCM
（Supply Chain Management）は
複雑になる。図表９のように総合
的に生産システムを最適化するに
は、関与する企業が地域的に集積
している方が都合よい。順工程の
産業集積と合わせて、逆工程も含
めた地域としての産業の集積によ
り、順工程企業群と逆工程企業群
との相互調整を含めて全体として
の最適化を目指しやすい「地域生
産システム」を構築することが望
ましい。循環型ライフサイクルで
は、SCMを含めて企業にまたが
る組立と分解工程の双方の最適化
技術の研究が必要である。
蘯状態基準保全の課題
　状態基準保全の考え方を図表10
に示す。図表９における、運用‐
健全性評価・診断‐保全のサイク
ルが状態基準保全活動である。
　部品の余命はその状態から理
論的に予測することは困難である
が、数多くの使用済み部品から使
用年数や使用環境などと劣化状況
等のデータとを相互に関連付けた
データベースを作れば、使用中の
部品の健全性評価・診断に役立つ
と考えられる。図表９に示すよう
に、逆工程の「ユニット分解」後
の「検査・仕分け」で再生できな
いと判断された部品を、「使用済
み部品から使用年数や使用環境な
どと劣化状況等のデータとを相互
に関連付けたデータベース」作成
に活用する。作成されたデータベ
ースを余命予測の基礎データベー
スとして使う。図表 10において、
１‐２→１‐３→２‐３→２‐２
は状態基準保全による保全活動サ
イクルを示している。２‐２健全
性評価・診断で余命予測の基礎デ
ータベースが活用される。部品の
健全性評価・診断に関しては、余
命の予測精度が高いことが望まれ
る。この余命の予測精度を高める
ためには、逆工程における「検査・
仕分け」用の部品状態計測技術
の研究、余命予測の基礎データベ
ースのデータモデルの研究、予測
アルゴリズムの研究等が必要であ
る。必要な場合のみ部品を交換す
ることで、使用可能な状態の部品
を定期的に交換する無駄を削減で
きる状態基準保全（CBM）技術
の研究が必要である。
盻 環境配慮型の生産システム全体
の最適化の課題
　生産工程のある断面だけで必要
資源量と活動量を下げる技術は、
他の工程で必要資源量あるいは活
動量を増大させる場合がある。逆
工程のみを考えた場合、一般に分
解は時間と手間を要するので、回
収された製品を粉砕しチップ状に
し、材料レベルで再生利用する方
法が考えられる。この場合、状態
基準保全のデータとして使う原型
を留めた部品の回収はできない。
つまり、分解というサブシステ
ムの合理性を考えるだけの研究で
は、総合的な環境負荷低減効果は
限定される。
　順工程と逆工程により、ライ
フサイクルを循環型にする研究は
種々進められている 12、21）。国のプ
ロジェクトの結果も活かした、地
方自治体の取り組みも行われてい
る。状態基準保全は、製品の運用
図表９　環境配慮型生産システム
図表 10　運用‐健全性評価・診断‐保全
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における故障による運転停止防
止、安全の観点からも、定期的保
全ではなく部品の劣化状況などか
ら必要に応じて保全を行うことが
出来る技術として研究が進められ
ている。そのシステム構成は ISO
において標準化が検討されてい
る。循環型ライフサイクルと状態
基準保全は、別々に研究が進めら
れている。しかし、本稿で述べた
ように、製品のライフサイクル全
体での必要資源総量や活動総量に
関して相互に深い関係を持つと考
えられる。総合的にライフサイク
ル全体で必要資源総量や活動総量
を最小化する効果を上げることを
目指した研究が必要である。
5   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本稿では、人や環境と経済の両
立を目指す我が国の進むべき生産
システムを例示し、今後、研究開
発において、特に注目していくべ
き点として以下を提示する。
盧 生産システムの部分的・サブシ
ステムレベルでの研究では局所
的課題解決となり、大局的には
課題間で矛盾を生じる場合が
ある。生産システムの個別的
な重要な課題は分野別推進戦
略でも数多く示されているが、
個々の目標を確定する上で、シ
ステム全体の最適化を考える必
要がある。
　 　画期的な生産システムは他産
業への波及効果の大きい製造業
の付加価値額の増加への貢献が
期待できる。特に本稿で述べた
人や環境に配慮した生産システ
ムは、社会的価値と経済的価値
を生み出す効果が大きい。国内
産業全体の底上げを目指す、生
産システム全体の視点からの研
究開発が望まれる。
盪 人に配慮した生産システムとし
ては、セル生産システムの人中
心の構成を基本にし、①製品利
用者の多様なニーズなどから今
後一層ダイナミックに変化する
品種数や生産量に迅速に対応す
る生産方式、②重量部品を持つ
製品などへの適応範囲を拡大さ
せる生産方式の実現を目指すこ
とが重要である。セル生産シス
テムを採用することで、人のや
る気を高め、作業方法の創意工
夫による生産の効率化・品質向
上を可能にできる。さらに適用
を拡大するためには、
① 人の機能を拡張する装着可
能な装備。
② 人の意のままにコントロー
ルできる装置。
　 の研究を中心に進める必要が
ある。
蘯 環境に配慮した生産システムと
しては、順工程と逆工程のライ
フサイクルの循環に、状態基準
保全（CBM）で活用する、余命
予測のための基礎データベース
を持つ構成の実現を目指すこと
が重要である。部品の再利用に
よる必要資源の低減技術の研究
に合わせて、
① 循環型ライフサイクルで
の、SCMを含めた企業に
またがる組立と分解工程の
双方の最適化技術の研究。
② 部品の余命の予測精度を高
める研究を中心に、使用可
能な状態の部品を定期的に
交換する無駄を削減する、
部品の余命の予測に基づく
状態基準保全技術の研究。
　 に取り組み、総合的にライフサ
イクル全体で必要資源総量や活
動総量の最小化を目指す生産シ
ステムの研究が望まれる。
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